
愛知県の救急医療の現状と課題 

愛知県医師会理事  
     稲坂 博 1 
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救急医療の現状と課題 
 
 Ⅰ．救急委員会にて実務的に纏めている救急医療の現状と課題 
 
   ①調査事業：特殊診療リソース 
       （①救急患者実態調査、②小児時間外救急、③心筋梗塞、④脳卒中、 
        ⑤気管支ぜんそく、⑥熱傷、⑦休日診療所、⑧手の外科、⑨高気圧酸素） 
 
   ②講演会：救急医療推進大会、救急医療・災害医療シンポジウム、 
             小児救急に関する研修会 
 
   ③実務活動：資質向上事業 ＢＬＳ、ＩＣＬＳ、ＰＴＬＳ、トリアージ研修会 
         災害医療訓練 
         （中部国際空港、県営名古屋空港、県―市町村合同防災訓練） 
 
   ④特別課題テーマ： 高齢者の救急医療 
 
 Ⅱ．日本医師会、中部医師会連合を基軸に纏めた救急医療の現状と課題（省く） 
    
◎Ⅲ．医療行政機関としての愛知県医師会の救急医療の現状と課題 
 
   
 
 
 



 

第１回 救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 
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※２２地区 

※・・・愛知県の数（H24.10時点） 

※４０カ所 

※９６カ所 

※１８カ所 
うち、高度：１カ所 

第３次救急医療機関が病院群輪番制に参加し、第
２次救急医療を担っている現状を踏まえ、地域の
実情に応じた第２次救急医療体制のあり方につい
て検討する必要あり。 
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救急出動件数及び搬送人員の推移 
平成24年版 救急救助の現況 

平成24年版愛知県消防年報 
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第３回 救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 

愛知県 
施設数比：７．２％ 
救急患者 
   数比：６％ 
 
埼玉県 
施設数比：５．１％ 
救急患者 
   数比：３．８％ 
 
神奈川県 
施設数比：８．３％ 
救急患者 
  数比：１１．３％ 
 
福岡県 
施設数比：４％ 
救急患者 
   数比：６．４％ 
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愛知県 
実施地区 
   数比：３．５％ 
救急患者 
   数比：３．２％ 
埼玉県 
実施地区 
   数比：４．４％ 
救急患者 
   数比：３．６％ 
神奈川県 
実施地区 
   数比：１．６％ 
救急患者 
   数比：０．７％ 
福岡県 
実施地区 
   数比：３．８％ 
救急患者 
   数比：４．２％ 
 第３回 救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 
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第３回 救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 
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愛知県：合計患者数：約３０万件（平成２３年度） 
     ／救急搬送人員数：約２８万件（平成２３年） 



第２回救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 9 



第２回救急医療体制等のあり方に関する検討会資料より 

愛知県は 
 
私的医療機関 
      ４３％ 
 
公的医療機関  
      ５７％ 
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平成24年版愛知県消防年報 11 



25病院に36回搬送断られる  埼玉の独居男性、死亡   

                                          平成25年3月5日メディファックスより 

 埼玉県久喜市で１月、呼吸困難を訴え119番した男性（75）が、25病院から計36回
救急搬送の受け入れを断られていたことが５日、久喜地区消防組合消防本部への
取材で分かった。男性は通報の２時間半後に搬送先が決まったが、到着した病院で
間もなく死亡が確認された。 
 消防本部によると、男性は一人暮らしで、１月６日午後11時25分ごろ、「呼吸が苦し
い」と自ら通報。自宅に到着した救急隊員が、各病院に受け入れが可能か照会する
と「処置困難」や「ベッドが満床」などの理由で断られた。 
 翌７日午前１時50分ごろ、37回目の連絡で、茨城県内の病院への搬送が決まり約
20分後に到着した際、男性は心肺停止状態で、その後死亡が確認された。男性は当
初、受け答えが可能だったが、次第に容体が悪化、救急隊員が心臓マッサージなど
をしていた。 
 消防本部は「正月明けの日曜日で当直医が不足していたのかもしれない。現場の
隊員だけでなく、本部の指令課とも連携し、早期に病院が確保できるようにしたい」と
している。 
 総務省消防庁によると、重症患者の救急搬送で医療機関から20回以上受け入れを
拒否されたケースは、2011年は47件。調査を始めた08年以降では、最高で08年に東
京都の48回があるという。 
 久喜市は、今回のケース後に市内の病院に救急患者の受け入れに努めてもらうよ
う要請した。【共 同】 12 



傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準 

★傷病者の症状等に応じた搬送及び受入れの円滑化を図るため、「消防法の一部 
を改正する法律（平成２１年法律第３４号）」が平成２１年５月１日に公布され、同年
１０月３０日に施行。愛知県では、平成２３年１２月に策定された。 

 
分類基準 
傷病者の生命の危機の回避や後遺症の軽減の上で、優先度の高い7つの傷病を対
象とした。（1.重篤（心肺停止等）、2.脳卒中疑い、3.心筋梗塞疑い、4.重症度・緊急度
が高い外傷、5.重症度・緊急度が高い熱傷、6.重症度・緊急度が高い妊産婦、7.重症
度・緊急度が高い小児） 
医療機関リスト 
分類基準に定める傷病ごとに、消防機関が傷病者の受入れを照会する医療機関の
リストを定めた。救急隊は原則としてこのリストの中から搬送先の医療機関を選定す
る。 
観察基準・選定基準・伝達基準 
消防機関が傷病者の状況を確認するための基準、搬送先医療機関を選定するため
の基準、医療機関へ傷病者の状況を伝達するための基準を定めた。 
受入医療機関確保基準 
速やかに受入医療機関が選定されない場合において、受入医療機関を確保するた
めの基準であり、高度な救急医療を担う救命救急センターのバックアップ体制を強化
することとした。 
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救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査 
取りまとめ結果（暫定）について（愛知県） 

  

○重症以上傷病者 
  
受入照会４回以上（３回以上拒否されたもの） 
  平成２４年 １２８件／２０，１３２件 ０．６％ 
  平成２３年 １９５件／２１，３４５件 ０．９％ 
  平成２２年 １２０件／２０，１８９件 ０．６％ 
   
うち、受入照会１１回以上 
  平成２４年 ０件 
  平成２３年 ４件 １１回 ２件 
             １２回 ２件 
  平成２２年 ０件 
  
現場滞在時間３０分以上 
  平成２４年 ３０９件／２０，１３２件 １．５％ 
  平成２３年 ３２０件／２１，３４５件 １．５％ 
  平成２２年 ２８９件／２０，１８９件 １．４％ 
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4回以上医療機関へ受入れの電話照会を実施した割
合の全国比較（H22・重症患者） 

15 



愛知県の救急搬送及び医療機関の受入れ対策 
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平成24年４月１日～「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」の策定・運用 

・救急搬送先のたらい回し 

  （搬送先が速やかに決まらない）   

(1) 軽症者の安易な救急車利用の増加 
(2) 軽症者の来院に伴う大病院の診察件数の増加 
(3) 医師不足 (4)医療機関不足 

(5) 消防機関と医療機関の連携不足   

搬送先照会回数の４回以上の割合 

（重症以上傷病者 H21～H24）   

対象傷病（１次分） 

① 重篤（心肺停止等） 
② 「脳卒中」疑い 
③ 「心筋梗塞」疑い 
④ 重症度・緊急度の高い「外傷」 
⑤ 重症度・緊急度の高い「熱傷」 
⑥ 重症度・緊急度の高い「妊産婦」 
⑦ 重症度・緊急度の高い「小児」 

救急搬送先の確保における課題 

観察基準 

医療機関リスト 

実施基準の構成 

受入医療機関 
確保基準 

検証・見直し  
 
対象傷病の追加策定 
・消化管出血・急性腹症 
・手指切断 
・精神 

 

協
議
・
検

討  

愛知県では比較的 
円滑に受入が行わ
れている。 

現状の各医療機関の受入実績ベース 
（連携の柔軟性） 

緊急性・専門性の高い傷病 
（生命の危機の回避） 

３回目以上の受入照会を原則受入 
（救命救急センター等のバップアップ体制） 

愛知県救急搬送対策協議会 

実績調査（照会回数・予後等） 

適切な観察基準 

救急隊からの写真等送信 

受入体制の枠組みの調整 

課題 

実施基準 
運用開始 
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（愛知県消防保安課提供資料） 



 救急医療体制等のあり方に関する 
検討会 開催要綱 

目 的 

 救急医療は、昭和39年からの救急病院・救急診療所の告
示制度、昭和52年からの初期・二次・三次救急医療機関の
整備、平成3年の救急救命士制度創設などにより、体制整備
が行われてきた。また、平成9年12月に「救急医療体制基本
問題検討会報告書」、平成20年7月に「救急医療の今後のあ
り方に関する検討会中間とりまとめ」がとりまとめられ、救命
救急センターに対する新しい評価の実施、救命救急センター
の量的充実化及び救急搬送における円滑な受入れの推進
等が進められてきた。  
 一方、近年における救急医療需要の増大に対応し、救急
患者の適切な医療機関での受入体制の機能強化や救命救
急センター、二次救急医療機関の充実強化等について検討
するため、有識者による検討会を開催するものである。  

17 



高齢者搬送、２次と３次の機能分化が急務  四病協・加納委員長 

  平成25年3月5日メディファックスより 

 

 高齢者の救急搬送が増加傾向を示す中で、２次救急病院と３次救命救急センターの機能分
化を進めることが喫緊の課題であり、次期診療報酬改定に向け地域の２次救急病院の評価を
引き続き求めていきたい―。四病院団体協議会・２次救急に関する検討委員会の加納繁照委
員長（日本医療法人協会副会長）は、本紙の取材にこう主張した。加納委員長は、構成員を務
める厚生労働省の「救急医療体制等のあり方に関する検討会」の次回会合で、救急医療が直
面する現状を踏まえた対応策を提案していく考えだ。 
 救急医療をめぐる当面の課題について加納委員長は▽救急搬送患者における高齢者の比
率が年々増加していることで在院期間が長期化し、３次救急機関が対応すべき重篤な患者へ
の手当てが滞る▽救急に関するデータが総務省と厚労省で大きく乖離している―などを挙げ
た。 
 総務省消防庁の統計によると、2006年時点で全搬送患者293万550件に対し高齢患者の搬
送件数は148万4867件（50.7％）だったが、11年には322万7013件に対して182万6171件
（56.6％）と高齢患者の占める割合が大きくなっている。加納委員長は「高齢患者の脳卒中、肺
炎、大腿骨頸部などの骨折については在院期間も長期化する傾向が高く、原則として２次救急
病院で引き受ける。３次救急では本来の高次救急医療に特化していく方向で機能分化を進め
ていくべきではないか」とし、高齢者救急医療と高次救急医療の在り方について厚労省検討会
で一定の方向を示すよう議論を進めてほしいとした。 
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第３次 
救急医療体制 
＜24時間＞ 

第２次 
救急医療体制 

第１次 
（初期） 

救急医療体制 
 

    愛知県の救急対策（愛知県地域保健医療計画）    

①２次、３次の医療機関に１次救急対応が適当な軽症者含めに患者が多く集中。 

②第２次医療機関の不足により、第３次医療機関が第２次救急医療を担っている医療圏があ
る。 

③急性期を過ぎた患者が第３次医療機関に滞留（いわゆる「出口の問題」）。 

高度救命救急センター 
・救命救急センター 

病院群輪番制参加病院 

休日・夜間診療所 
在宅当番医制 

救急診療所・ 
救急病院 

救急患者 

緊急性の 
高い 
重症者 

 
 
重症者 

緊急・重症 

軽症 

課題 

課題③ 

課題① 

課題② 

愛知県救急医療情報センター〈24時間対応〉 

消防本部 

【救急医療体制図】 

19 （愛知県医務国保課提供資料） 



     今後の方策 数値はH25.4.1現在 

第１次救急医療体制 （休日夜間診療所 医科40か所、歯科18か所） 

課題①１次救急対応が適当な軽症者含め、２次、３次の医療機関に患者が集中。             

○ 休日夜間診療所施設整備費用への補助（地域医療再生基金事業） 

○ 休日夜間診療所の運営費への補助 （地域医療再生基金事業） 

地区医師会の協力を得ながら休日夜間診療所の整備を進め、定点化を推進。 
 

第２次救急医療体制 （輪番制参加医療機関 97か所） 

課題②第２次医療機関の不足。 

○ 医師確保対策事業の実施（地域医療再生基金事業） 

○ 病院群輪番制参加病院への救急医療施設・設備整備への補助 

第２次救急医療体制については、各地域毎に医療資源等の状況が異なること
から、今年度各２次医療圏単位での「医療圏保健医療計画」策定に合わせて
検討。 
 

第３次救急医療体制 （救命救急センター18か所） 

課題③第３次医療機関に急性期を過ぎた患者が滞留（いわゆる「出口の問題」）。 

○ ３次救急の連携支援病床の整備（地域医療再生基金事業） 

12の２次医療圏ごとに救命救急センターの複数設置を目指す。 

20 （愛知県医務国保課提供資料） 



愛知県における主な診療科の救急医療について 

小児救急医療 

 全県レベルでの24時間体制の小児の救命救急医療については、超
急性期の医療の提供を集中して行うことができる小児救命救急セン
ターでの対応が望まれるが、現在は、PICU（小児集中治療室）を設置
する病院で対応。（愛知県では、PICUは、平成22年2月に第二赤十字
病院に2床整備されているが、日本小児科学会の平成18年の試算（小
児人口4万人に1床必要）によれば、PICUは県全体で28床程度必要と
されている。） 

 あいち小児医療センターは、平成 27年度のPICU16床を有する救急
棟の整備後に、県内唯一の小児救命救急センターとして運用開始予
定。 

 名古屋市内では、「昼間及び準夜帯」は4病院、「深夜帯」は1病院が
当番制で小児救急ネットワーク758を運営。 

 愛知県が小児救急電話相談事業（毎日午後7時から午後11時）を運
営。 

21 



精神科救急 

 精神科救急情報センターにて、24 時間365日体制で精神障害
者やその家族等からの電話相談への対応や医療機関の紹介等
を行っている。休日・夜間の精神科救急医療体制については、県
内3ブロックの輪番制（空床各1床）と県立城山病院の後方支援に
より運用。 
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周産期医療 
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愛知県周産期医療情報ネットワーク 

東三河地区には総合周産期母子医療
センターがないので整備が必要 



愛知県広域災害・救急医療情報システム（センター）の機能   

救急医療情報の案内（県民向け） 救急搬送 

•情報センター職員（オペレーター）による     
医療機関案内 

•電話による問合せに対しては、案内プロト
コールを考慮した暫定的なトリアージによる
重症度に応じた医療機関の適切な案内 

•県民が 直接 医療機関を 検索 できる     
（インターネット・携帯Web・音声案内） 

•救急医療情報に関するポータルサイトの 
 実現他システム（医療機能開示情報 
 「あいち医療情報ネット」）と連係した、登録 
 医療機関数の更なる充実による適切な 
 医療資源の分散活用 

•携帯電話のweb機能による、情報提供 

•携帯電話を使用して、救急隊が出動現場で
搬送先医療機関の選定が可能 な仕様  
（救急搬送情報共有システム） 

•医療機関 からの情報（応需情報 ）と、      
消防からの情報（搬送履歴 ）を統合して表示
することで、搬送先医療機関選定確率の   
向上 を図る 

•特殊診療リソース（脳卒中、心筋梗塞他）  
 情報の提供 

•搬送基準に則った医療機関検索 機能 
 の提供 

•受入れ困難事例 発生時等に使用する、 
 医療機関への「一斉受入れ要請 機能」 
 の提供 
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愛知県広域災害・救急医療情報システム（センター）の課題 

・医療相談需要への対応 
         情報センターへ看護師を追加配置 
                  ↓ 
         不要不急の受診抑制機能の充実。 
  
・救急医情報センターの機能強化によるシステムの継続管理と 
 運用データの集積 
                  ↓ 
         システムに表示する情報の精度と鮮度を確保 
         医療政策への反映に資するデータの抽出・管理 
 
          
 
 

・携帯電話 → タブレット端末、スマートフォンへの早期対応 
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ドクターヘリの配備状況 

日本に初めて正式にドクターヘリ
が配備されたのは2001年4月のこ
とでした。2013年5月現在では、全
国35ヵ所に41機のドクターヘリが
配備されています。  
しかし、これではまだ不充分で
す。各都道府県に少なくとも1機、
広いところは複数機を置くとして、
先ずは50ヵ所ほど必要です。さら
に山間へき地や離島などの医療
過疎を考えますと、理想的には80
機くらいが望ましいところです。ち
なみに日本よりもわずかに狭いド
イツは80ヵ所、九州と同じくらいの
スイスには13ヵ所の拠点がありま
す。 
      HEM-Netホームページより 
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